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はしがき

は し が き

本書は、法律実務家、特に司法書士にとってなじみの深い不動産の取得時
効とこれに基づく登記に関して、民法上の理論と近時の判例を体系的に整理
して解説するとともに、実務上のヒントを多く盛り込んだ書籍である。実務
に至便な意欲的な書籍となっていると自負している。
取得時効に関しては、実務研修会などでたびたび扱われることがあるもの
の、民法上の理論や近時の判例の変遷との整合性を踏まえて丁寧に解説した
書籍や研修資料は意外に少ないようである。加えて、そもそも時効取得が原
始取得であるにもかかわらず、登記法上は所有権移転登記を経由することと
なっており、さらに、第三者との関係においては登記が対抗要件となる場合
があることから、その理論と登記実務の狭間で悩む法律実務家は非常に多い
と思われる。そこで、本書が、取得時効に悩む法律実務家にとって、よき道
標となることを執筆者一同願っている。
本書は、３章構成をとっており、「第１章　取得時効と登記をめぐる理論」
においては、取得時効に基づく不動産物権変動に関して、近時の判例と主要
な学説について、研究者の立場から詳細な検討を加えている。また、補論
として、取得時効の反射的効果としての権利の消滅とその登記との関係を論
じている。続く「第２章　時効取得の裁判・登記の論点整理と実務のポイン
ト」においては、時効取得訴訟に関する事件を受託し業務を遂行するうえで
ヒントとなる事項について、実務経験を踏まえて網羅的に解説している。最
後に、「第３章　事例にみる時効取得の裁判・登記の実務」においては、具
体的な事例を設定のうえ、その事例ごとに問題の所在並びに裁判実務および
登記実務のポイントを整理した。
執筆者の経験では、近時、所有者不明または管理の放棄された不動産の有
効利用を図るため、時効取得訴訟によらざるを得ないケースが増加している
と感じている。それゆえに、法律実務家にとって、取得時効の手続について
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精通することがますます求められる時代となっているといえよう。本書の主
要な読者たる法律実務家とともに、この分野について研鑽を深め、さらに、
取得時効制度の理論的または実務的な改善を図るために問題意識の共有を図
ることができれば幸いである。
平成27年11月
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Ⅰ　当事者間の関係

１　概　説

時効完成時の所有者は、時効取得者に対する関係では、承継取得の場合の
当事者の地位と同視できるので、時効により不動産を取得した者は、登記な
くして所有者にその取得を対抗できる。原所有者と時効取得者は物権変動の
当事者であり、対抗関係に立たないからである。
ここでは、時効完成時の原所有者との関係（〈事例１〉）をみていく。

２　時効完成時の原所有者との関係

時効完成時の原所有者との関係が問題となるのは、次のようなケースであ
る。

〈事例１〉　時効完成時の原所有者との関係
Ａが所有する林地甲（以下、「甲地」という）をＢが占有していたとこ
ろ、Ｂについて取得時効の要件が満たされた。しかし、登記名義は、依
然としてＡのままで残っている。Ｂは、自らの登記名義に変更したい。

A

占有→時効取得

登記

B
甲



157

２　時効完成時の原所有者との関係

⑴　検討課題

林地に限らず、宅地等においても、たとえば、Ｂが自己の所有地の一部で
あると思って、Ａの所有する隣地の一部を占有していた場合なども、本事例
のような関係が生じうる。
判例は、所有権の時効取得とは、所有権の原始取得であるとされる1。ま
た、この判例は、一方の占有者が所有権を取得する結果、時効完成時の所有
者は反射的にその所有権が消滅することとなり、時効完成時の所有者は、時
効完成により所有権を取得した者に対する関係において、承継取得における
当事者たる地位にあるとみなすべきであり、時効完成により所有権を取得し
た者が第三者に対してその所有権を主張するには登記を必要とするが、時効
完成時の所有者に対してその所有権の取得を主張するためには登記を必要と
しないとしている。したがって、ＢはＡに対して、登記なくして時効による
所有権の取得を主張できる。
しかし、Ｂが登記なくして所有権の取得を主張できるのは、あくまでＡに
対してのみであり、Ａ以外の第三者に対しても所有権の取得を主張しようと
すれば、Ｂは甲地の所有権登記を経ておく必要がある。そして、この判例か
らすれば、時効完成時の原所有者Ａと、時効取得を主張するＢとの間には直
接的な法律行為はなく、Ｂは自己の権利を保全するために、Ａの所有権登記
を抹消し、単独でその所有権保存登記ができるはずである。しかし、原所有
者が、当該不動産に対し、所有権の登記を受けている場合は、その登記手続
は、時効完成時の原所有者と時効取得により所有権を得た者の共同申請の
方法により所有権移転登記を申請することとされている2。一方、未登記不
動産を時効取得した場合には、時効取得者が直接自己のために表題登記を行
い、所有権保存登記を行うことができる。

１　大判大７・３・２民録24輯423頁。
２　明44・６・22民事局長回答414号。
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⑵　依頼者からの聞き取り

ある不動産を時効取得したといえるためには、①所有の意思をもって、②
平穏かつ公然に、③占有開始時に自己の所有と信じ、かつ、そう信じたこと
に過失がなければ10年、そうでなければ20年の間占有を継続していること
が必要である（民法162条１項・２項）。
しかし、占有の継続を立証するのは容易ではない。そこで、民法は、占有
者は、所有の意思をもって、善意で、平穏に、かつ公然とその物を占有する
ものと推定し（同法186条１項）、占有の開始時点とある時点での占有を立証
すれば、その間の占有は継続していたものと推定する（同条２項）。つまり、
占有さえあれば、所有の意思をもって善意で平穏かつ公然に占有していたこ
とが推定されるので、占有者は占有の開始時点と10年、または20年の経過
時点での占有を主張すれば占有はその間継続したものとされるのである。た
だし、占有開始時の無過失は推定されないので3、10年の短期取得時効を主
張する場合には、所有権が自己に属すると信じるべき正当の理由があり、そ
う信じるに値するだけの原因事実を評価根拠事実として主張・立証しなけれ
ばならない。なお、無過失の判定時期は占有開始時であり、その後は悪意に
なってもよいとされる。
さて、依頼者からの聞き取りについては、上記に即して聴取していけばよ
いので、まずは時効取得の対象となる不動産の占有を開始した時点がいつな
のか、またその時の状況を詳細に聞き取る必要がある。売買や贈与などの法
律行為があった場合には、売買契約書や贈与契約書、領収書等により占有の
開始時点を特定することが可能であると思われる。これらの資料が揃わない
場合や、そもそも法律行為を伴わない場合には占有開始時点が明確にならな
いことも多いかもしれないが、建物の登記事項証明書の新築年月日、住民票
や戸籍の附票、空中写真（国土地理院作成等のもの）、固定資産台帳の記載事
項などから、おおよその時期を特定できる場合もあろう。また、依頼者から
３　最判昭46・11・11判時654号52頁。
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詳細に聞き取りをして、できる限り時効開始時点を特定していくことも必要
である。たとえば、結婚式や葬式などの冠婚葬祭があった時、子どもが生ま
れた時、大規模な台風や地震があった時など記憶に残りやすい出来事から、
おおよその占有開始時を特定できる場合もある。
そして、占有者が10年の短期取得時効を主張する場合には、占有開始時
における無過失も主張・立証する必要がある。しかし、具体的な善意無過失
の判断は容易ではなく、人証に頼らざるを得ない側面も有していることを肝
に銘じておく必要がある（善意無過失の要件、主張・立証の方法等については、
〈事例５－７〉〈事例５－８〉を参照されたい）。ここで、登記事項証明書等を占
有者が調査しなかったことが過失にあたるか否かであるが、「相続人が、登
記簿に基づいて実地に調査すれば、相続により取得した土地の範囲が甲地を
含まないことを容易に知ることができたにもかかわらず、この調査をしなか
ったために、用地が相続した土地に含まれ、自己の所有に属すると信じて占
有をはじめたときは、特別の事情のないかぎり、相続人は右占有のはじめに
おいて無過失ではないと解するのが相当である」という判例があるので注意
を要する4。
そのほか、占有中に、時効の中断や時効の停止にあたるような事由がなか
ったかについても、占有者から聞き取り、相手側からの抗弁に備えておく必
要があるだろう5。

⑶　裁判実務

ア　概　要

前述のとおり、当事者間の関係では、時効取得者は、登記簿上の所有者に
対して、登記なくしてその所有権の主張が可能であるが、その他の第三者に
対抗するためには、登記をする必要がある。登記簿（登記記録）上の所有者
から登記手続の協力を得られる場合には、時効取得者と登記簿上の所有者が
共同申請により所有権移転登記の申請を行う。しかし、登記簿上の所有者か
４　最判昭43・３・１民集22巻３号491頁（裁判要旨）。
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ら任意に登記手続の協力が得られるケースは少ないであろう。登記簿上の所
有者から登記手続の協力を得られなければ、時効取得に基づいて所有権移転
登記手続請求訴訟を提起することを検討することになる。

イ　主　張

A　原告Ｂの主張

取得時効による所有権移転登記手続請求をする場合、訴訟物は「所有権に
基づく妨害排除請求権としての所有権移転登記請求権」となる。
時効取得の要件事実は、長期取得時効を主張する場合には、①平穏かつ公
然に、②他人の物を、③所有の意思をもって、④20年間占有したことであ
る（民法162条）。そして、時効の援用6の法的性質につき、判例は不確定効

５　時効の中断とは、時効の基礎である事実状態とは相容れない事実の発生により、それ
までの時効期間が消滅してリセットされることをいう。時効の中断には、占有者が占有
を中止しまたは他人によって占有を奪われた場合の自然中断（民法164条・165条）、消
滅時効と取得時効に共通する法定中断（同法147条以下）がある。法定中断事由には、
①請求（同条１号）、②差押え、仮差押え、仮処分（同条２号）、③承認（同条３号）の
３種類が規定されている。
　　時効の停止とは、時効の期間満了が近づいているが、相手方が時効を阻止することが
不可能もしくは著しく困難な場合に、法律が一定の期間に限って時効の完成を猶予する
制度である。時効の停止は、①未成年者または成年被後見人に法定代理人がいない場合
（民法158条１項）、②法定の財産管理人に対して未成年者または成年被後見人が権利行
使する場合（同条２項）、③夫婦の一方が他の一方に有する権利である場合（同法159
条）、④相続財産に関する権利である場合（同法160条）、⑤天災その他避けることので
きない事変があった場合（同法161条）に認められ、前記①～④は６カ月、⑤は２週間
の完成猶予が与えられる。
６　「時効は、当事者が援用しなければ、裁判所がこれによって裁判をすることができな
い」（民法145条）。時効援用の意義につき、現在の通説・判例は不確定効果説をとって
いるといわれ、時効による効果は、時効が援用された時に初めて確定的に生じる。時効
の援用は、権利の得喪を確定させる実体上の要件であるから、援用自体は裁判上である
と裁判外であるとを問わないとされている。時効の援用権者は、時効によって直接の利
益を受ける者であり、間接的に利益を受ける者は当事者にはあたらない。たとえば、被
相続人の占有により取得時効が完成した場合において、その共同相続人の一人は、自己
の相続分の限度においてのみ取得時効を援用することができるとする判例（最判平13・
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果説のうちの停止条件説に立っているので7、時効の援用は権利の得喪を確
定させる実体法上の要件となるから、⑤援用権者が相手方に対して時効援用
の意思表示をしたことも必要となる。しかし、推定規定により、占有者は所
有の意思をもって平穏かつ公然に占有したことが推定され（同法186条１項。
前記①③が推定される）、その間占有が継続したものと推定される（同条２項。
④が推定される）。また、取得時効の対象物は自己の所有物であってもよいと
されるから8、占有者は他人の物であることを積極的に主張する必要がない
（②は主張不要）。結局、占有者は、ある時点での占有の開始と占有開始から
20年が経過したこと（20年の両端の時点における占有の事実）および時効の援
用を主張すれば足りることになる。
一方、短期取得時効を主張する場合には、①平穏かつ公然に、②他人の物
を、③所有の意思をもって、④10年間占有したこと（民法162条２項）、⑤援
用権者が相手方に対し時効援用の意思表示をしたことに加え、⑥占有開始時
の善意無過失を主張する必要がある。しかし、前記①～③については、長期
取得時効の場合と同様に主張する必要がないから、占有者はある時点での占
有の開始、占有開始から10年が経過したこと、および時効援用の主張に加
えて、占有開始時に自己に所有権があると信じ、そう信じることについて過
失がなかったことを主張すればよい。なお、判例は、「取得時効完成の時期
を定めるにあたっては、取得時効の基礎たる事実が法律に定めた時効期間以
上に継続した場合においても、必ず時効の基礎たる事実の開始した時を起算
点として時効完成の時期を決定すべきものであつて、取得時効を援用する者
において任意にその起算点を選択し、時効完成の時期を或いは早め或いは遅

７・10家月54巻２号134頁）、建物の賃借人は土地の取得時効の完成によって直接利益
を受ける者ではないから、建物賃借人による敷地所有権の取得時効を援用することがで
きないとする判例（最判昭44・７・15民集23巻８号1520頁）がある。
７　最判昭61・３・17民集40巻２号420頁。
８　最判昭42・７・21民集21巻６号1643頁、最判昭44・12・18民集23巻12号2467頁。
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らせることはできないものと解すべきである」と判示するが9、実務上、占
有者の占有開始時がはっきりしない場合もある。このような場合には、結局
のところ、原告としては、現在からさかのぼって起算点を決定したうえで、
その起算点から20年または10年が経過したことを主張し、占有開始時の起
算点が異なることについては被告からの抗弁を待つしかあるまい。
また、時効取得において、対象物の所有権を確定的に取得するには時効の
援用が必要であることは前述のとおりであり、時効取得を主張する際には時
効援用の意思表示が必要となる。その時効援用の方法であるが、あらかじめ
内容証明郵便などで相手方に対し時効を援用する旨を通知したのであればそ
の旨を主張し、相手方が行方不明などの事情で時効の援用を通知していない
場合は、「平成○○年○○月○○日送達の本件訴状により時効の援用の意思
表示をした」と訴状に記載し、訴状上で時効を援用する旨の主張をすればよ
い。時効の援用は事実の主張であるから、時効取得を主張する者は、第２審
の口頭弁論終結までに行う必要があるとされている。

《請求原因――10年の短期取得時効を主張する場合》

１　原告Ｂは、平成○○年○○月○○日、甲地を占有していた。
２　原告Ｂは、平成○○年○○月○○日経過時、甲地を占有していた。
３　無過失の評価根拠事実
　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。
４　原告Ｂは、被告Ａに対し、平成○○年○○月○○日送達の本件訴状
により、上記時効を援用するとの意思表示をした。
５　甲地について、別紙目録（略）記載の被告Ａ名義の所有権移転登記
がある。
６　よって、原告Ｂは、被告Ａに対し、所有権に基づき、本件土地につ
き、平成○○年○○月○○日取得時効を原因とする所有権移転登記手

９　最判昭35・７・27民集14巻10号1871頁。
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続をすることを求める。

B　被告Ａの主張

一方、占有は、自主占有であることが推定されるので（民法186条１項）、
時効取得を争う者（被告Ａ）は、原告Ｂが他主占有であることを主張・立証
する必要がある10。そこで、取得時効の成立を争う被告Ａは、原告Ｂに対す
る抗弁として、「所有の意思がないこと」を主張することが必要となる。こ
こでいう「所有の意思」は、占有者の内心の意思ではなく、占有の根拠とな
った権原または占有に関する事情により客観的に定められるというのが判例
である11。たとえば、賃貸借により占有を取得した者は、占有者の内心の意
思いかんにかかわらず他主占有とされるし、不動産の所有者であれば当然と
るべき行動をとらなかったような場合も他主占有とみなされる。
そのほか、被告Ａの抗弁としては、占有の開始時が、原告Ｂの主張する時
効の起算点とは異なるという事実、時効の中断事由があった事実などが主張
できよう。また、原告Ｂの短期取得時効の主張に対しては、被告Ａは、「原
告Ｂが占有開始時に甲地の所有権が自己に属すると信じていなかったこと」
を主張できる。この場合、被告Ａは、客観的にみて原告Ｂが占有の意思を有
していなかった具体的事実（悪意）を主張していくことになる。

ウ　立　証

A　原告Ｂの立証

原告Ｂが立証すべき事実は、①甲地をある一定時期において占有をしてい
た事実、②その時期から10年または20年が経過した事実、③時効の援用を
した事実である。10年の短期消滅時効を主張する場合には、さらに、④占
有開始時において無過失であったことの評価根拠事実を述べる必要がある。
前記①の事実については、占有を開始したのが売買、贈与、交換などの特

10　最判昭58・３・24民集37巻２号131頁。
11　最判昭45・６・18判時600号83頁。
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定の法律行為によるものであれば、売買契約書や領収書などによって、占有
の開始時期を特定できることが多いと思われる。当時の固定資産税の納付
書、代金を支払った履歴のある通帳の写しなどもあれば立証に役立つ。その
ほか、図面や空中写真など、当時の資料をできる限り用意してもらい、客観
的に占有開始時を特定できるか否かを判断したい。客観的な資料がなかった
り、資料だけでは立証が難しいと思われる場合には陳述書を作成することに
なるが、本人の陳述書だけでなく、民生委員など信用性のある第三者からも
陳述書を入手できればなおよいであろう。
前記②の事実については、10年後または20年後に占有していた事実を立
証することになるので、現場の写真、住民票、固定資産税の納付書等が有効
な書証になるであろう。
前記③の事実については、すでに時効を援用しているのであれば、時効の
援用を通知した内容証明郵便で立証する。もし訴訟上で時効を援用するので
あれば、訴状に時効援用する旨を記載することになる。
前記④の事実については、占有開始時に善意であることについて無過失で
あることを根拠づける具体的事実（無過失の評価根拠事実）を立証していく
ことになる。

B　被告Ａの立証

一方、被告Ａからの抗弁としては、原告Ｂの占有の開始時が原告主張の時
期より遅く、まだ時効取得の期間を経過していないこと、原告Ｂが占有当時
に他主占有であったことを示す客観的事実、原告Ｂに時効の中断事由があっ
た事実などを立証していくことが考えられる。原告が占有開始時を売買契
約、交換契約または贈与契約などで主張しているのであれば、その法律行為
に瑕疵があった事実、原告の占有が賃貸借や使用貸借に基づく他主占有であ
る事実、原告の占有が第三者に侵奪された事実や、時効の中断があった事実
などを立証していく必要がある。
しかし、通常、原告はそれなりの根拠をもって時効取得を主張することが
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多いであろうから、被告としては、「原告が所有者であれば当然とるべき態
度や行動をとらなかった」などの事実を積み重ねることによって、他主占有
の立証をしていくことになることが多いと思われる。また、原告Ｂが短期取
得時効を主張している場合には、原告Ｂが占有開始につき過失があったこと
を根拠づける具体的事実（無過失の評価障害事実）を立証していくことにな
る。
そのほか、占有の立証については、〈事例５－１〉〈事例５－２〉〈事例５
－３〉を参照されたい。

コラム　登記名義の変更と固定資産税の負担

不動産の取引においては、不動産の所有権を取得した者は、現在の所有権
登記名義人に対して所有権移転登記を求めるのが通常であろう。また、不動
産の所有者であれば、不動産の固定資産税を自ら支払うのが常識的であろう。
そこで、不動産の時効取得を主張する者が、占有の継続中に、登記簿（登
記記録）上の登記名義人に対して、所有権移転登記を求めなかったことや、
不動産に賦課されていた固定資産税を負担しなかったことが、「所有の意思」
との関係でどのように扱われるかが問題となる。
まず、所有の意思について、判例は「所有の意思の推定は、占有者がその
性質上所有の意思のないものとされる権原に基づき占有を取得した事実が証
明されるか、又は占有者が占有中、真の所有者であれば通常はとらない態度
を示し、若しくは所有者であれば当然とるべき行動に出なかつたなど、外形
的客観的にみて占有者が他人の所有権を排斥して占有する意思を有していな
かつたものと解される事情が証明されるときは、覆される」として、占有取
得の原因である権原だけでなく、占有に関する事情も考慮して判断されると
した12。しかし、その一方で、「土地の登記簿上の所有名義人甲の弟である乙
が右土地を継続して占有した場合に、甲の家が本家、乙の家が分家という関
係にあり、乙が経済的に苦しい生活をしていたため甲から援助を受けたこと
もあり、乙は家族と共に居住するための建物を建築、移築、増築して右土地

12　前掲（注10）最判昭58・３・24。
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を使用し、甲はこれに異議を述べたことがなかったなど判示の事実関係の下
においては、乙が、甲に対して右土地の所有権移転登記手続を求めず、右土
地に賦課される固定資産税を負担しなかったことをもって、外形的客観的に
みて乙が他人の所有権を排斥して占有する意思を有していなかったものと解
される事情として十分であるということはできない」と判断し、占有者が所
有権の移転登記を求めないことや固定資産税を負担していないことのみをも
って所有の意思の推定が覆るわけではないとしている13。占有者が、所有者に
対して所有権移転登記を求めなかったり固定資産税を支払っていなかったと
しても、事情によっては、所有の意思が認められることがあるということに
注意しておきたい。

⑷　登記実務

前述のとおり、時効取得の法的性質は原始取得である。したがって、時効
により取得した不動産が未登記不動産の場合、時効取得者が自ら表題登記を
行ったうえで所有権保存登記をすることができる。しかし、表題登記のみが
されている不動産を時効取得した場合には、いったん表題部所有者の名義保
存登記を行ったうえで、原所有者と時効取得者の共同申請で時効取得を原因
とした所有権移転登記を行うことになる。所有権の登記がすでにある場合も
同様に、時効完成時の原所有者と、時効取得により所有権を得た者の共同申
請の方法により所有権移転登記を申請することとされている14。これは、時
効による所有権取得は、そこに全く新しい不動産が生じたわけではなく、単
に時効の完成により時効完成者が所有権を取得する結果、反射的に原所有者
が所有権を失うだけであるから、権利の移転を公示するという不動産登記法
の趣旨からすれば承継取得と同様に解することができるし、そのような登記
手続をすることが当事者にとっても便宜であるからである。したがって、時
効完成時の原所有者から登記手続に対する協力を得られるのであれば、原所

13　最判平７・12・15民集49巻10号3088頁。
14　前掲（注２）を参照。
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有者と時効取得により所有権を取得した者との間で、共同申請による所有権
移転登記を申請することとなる。この場合、時効取得はあくまで原始取得で
あるとされているので、取得の効果が占有開始日にさかのぼるため、登記原
因の日付は占有開始日となることに注意を要する。なお、判決により時効取
得が認められた場合であって、判決の主文において時効の起算日が記載され
ているようなときには、登記の原因日を「年月日不詳時効取得」として登記
することができるとされている15。
本事例における共同申請による所有権移転登記の登記申請書（【書式５】）、
確定判決による所有権移転登記の登記申請書（【書式６】）は、それぞれ次の
とおりである。また、作成上の留意点については、「※」を付しているので
参考にされたい。

【書式５】　登記申請書（共同申請の場合）

登記申請書

登記の目的　所有権移転
原　　　因　平成○○年○○月○○日時効取得（※１）
権　利　者　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
　　　　　　Ｂ
義　務　者　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
　　　　　　Ａ
添 付 書 類　登記原因証明情報　登記識別情報　住所証明書
　　　　　　印鑑証明書　代理権権限証書
平成○○年○○月○○日申請　○○法務局
代　理　人　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

15　登記研究244号68頁（1981）。
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　　　　　　司法書士　○　○　○　○　㊞
登録免許税　金○,○○○円
不動産の表示
　所　在　　○○市○○町○○丁目
　地　番　　○○番
　地　目　　宅　地
　地　積　　○○○㎡

（添付書類）

登記原因証明情報（※２）

１　登記申請情報の要領（略）
２　登記の原因となる事実又は法律行為
⑴　Ｂは、平成○○年○○月○○日甲地を所有の意思をもって平穏、
公然、善意、無過失にて占有を開始した。なお、Ｂは前所有者から
甲地を買い受けた際に、売買契約書を取り交わして売買代金も全額
支払っており、自己の物と信じて所有していた。（※３）
⑵　Ｂは、平成○○年○○月○○日まで継続して10年間、甲地を占
有した。
⑶　Ａは、甲地の所有権登記名義人である。
⑷　平成○○年○○月○○日、ＢはＡに対して時効を援用した。
⑸　よって、甲地の所有権は、平成○○年○○月○○日、ＡからＢに
移転した。

（以下、略）

※１　登記原因日は、占有開始日である。
※２　10年の短期取得時効を主張する場合。
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※３　無過失の主張については、占有の事実のみでは推定されないので、具体的
事実の記載を要する。

【書式６】　登記申請書（判決による場合）

登記申請書

登記の目的　所有権移転
原　　　因　年月日不詳時効取得（※１）
権　利　者　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
　　　　　　（申請人）Ｂ
義　務　者　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
　　　　　　Ａ
添 付 書 類　登記原因証明情報（※２）　住所証明書
　　　　　　代理権権限証書
（以下、略）

※１　判決の主文中に時効の起算日が記載されていない場合、「年月日不詳時効取
得」と記載することができる。

※２　所有権移転登記を命じた判決正本と確定証明書を添付する。

▷司法書士・三浦直美
▷司法書士・石川　亮
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